洪水に対する指定緊急避難場所（洪水時における一時避難施設）
としての使用に関する協定書（案）
洪水に対する指定緊急避難場所（洪水時における一時避難施設）としての使用に関し、○○○○○（以下、「甲」という。）及び江南市長（以下、「乙」という。）との間において、以下のとおり協定を締結する。
（目的）
第 １ 条　この協定は、災害対策基本法第49条の４の規定に基づき、江南市内に洪水が発生し、又は発生するおそれがある場合における円滑かつ迅速な避難のために、甲の所有（管理）する施設を指定緊急避難場所として指定し、一時的な避難のために使用することについての必要な事項を定めることを目的とする。
（使用用途）
第 ２ 条　この協定による施設使用用途は、洪水からの一時的な避難とする。

（施設の使用）
第 ３ 条　甲は、次に掲げる施設（以下、「使用施設」という。）を公共福祉の立場から前条に規定する用途で乙に使用させるものとする。
	施 設 名 称
	○○マンション

	甲の施設との関係
	所有者 管理者 占有者 その他（ 　　　　　　　）

＜甲の連絡先＞ ○○○―○○○○

	家屋番号及び
延べ床面積
	○○○○
	○○○．○ ㎡



	所在地
	江南市○○町○番地

	構造等
	SRC 造4 階建

	工事着手年月日
（ 建築年）
	工事着手 昭和56 年６月１日以降 適・否
（建築年 平成３年）

	耐震診断の評価
（ 新耐震設計基準

施工前の建物のみ）
	（※昭和56 年６月以前に着工した建物のみについて回答）

	３ 階 以 上 の 建 物でない場合
	いずれかに○
ア 屋上を持つ２階建の建物

イ 3階未満の階層で通常の３階床面と同等の床高を持つ建物
ウ その他（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	外階段等の有無
	外階段（あり・なし）

	夜間・休日の体制
	夜間・休日は警備員なし


（使用範囲）
第 ４ 条　乙及び丙は、次に掲げる範囲を第２条に規定する用途に使用するものとする。

	避難場所
	屋上（約150 ㎡）、３～４ 階共用廊下（50 ㎡）

	収容人数
	約200 名

	避難経路
	建物北側道路

	入　　口
	施設北東階段


（施設変更の届出）
第 ５ 条　甲は、使用施設の増改築等により、当該建物の面積等に変更が生じる場合、又は何らかの事情により施設の使用が不可能となるときには、江南市役所防災安全課に報告するものとする。
（法に基づく届出）※避難場所を廃止する場合
第 ６ 条　甲が、災害対策基本法第49条の５に基づく届出を行う場合は、江南市役所防災安全課に届け出るものとする。
（使用期間）
第 ７ 条　使用期間は、木曽川氾濫警戒情報が発表されたときから解除まで、又は江南市長が必要と認めるときから江南市長が必要でなくなったと認めるときまでとする。
（費用負担）
第 ８ 条　使用施設の使用料は無料とする。

（施設・備品の破損時等の対応）
第 ９ 条　使用施設が、第２条に規定する用途に使用された場合の施設の破損については、乙が復旧に係る費用を負担するものとする。
（事故の対応）※市が負担
第 10 条　使用施設が、第２条に規定する用途に使用された場合の避難者の事故については、乙の責任により解決するものとする。
（洪水避難ビル等の表示及び公開）
第 11 条　乙は、この協定により使用施設を指定緊急避難場所に指定したときは、使用施設の市民から見やすい箇所に「洪水避難ビル」等の表示をし、市ウェブサイト等を用いて市民に対して周知するものとする。※市でステッカー等作成する。
（鍵の保管）
第 12 条　施錠されている施設の鍵については、別記に定めるものを保管者とし、保管者は善良なる管理者の注意をもって鍵を保管する。
（協議）
第 13 条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度、甲、乙が協議して定めるものとする。上記協定の証として、協定書２通を作成し、甲、乙、記名押印の上、各１通を保有する。
平成○○年○○月○○日
甲 ○○市○○町○番地
○○○○ 　　　　　　印

乙 江南市赤童子町大堀９０
江南市
市  長 　 澤田　和延　印

別記
第12条の鍵を保管するものは次のものとする。（※保管者が必要なければ削除する）

保管者 江南市○○町○番地
○○○○ 印
